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はじめに 

 

本報告書は、三島市、裾野市、熱海市、長泉町及び函南町（以下「3市 2町」という。）におけ

る広域一般廃棄物処理の実現に向け、その基盤となる処理施設の建設候補地について検討を行う

ために設置された「広域一般廃棄物処理施設建設候補地選定委員会」（以下「本委員会」という。）

の検討成果を取りまとめたものである。 

 

ごみ処理の広域化・集約化については、環境省から「中長期における持続可能な適正処理の確

保に向けたごみ処理の広域化及びごみ処理施設の集約化について（通知）」（令和 6年 3月 29日付

け環循適発第 24032923号）等により方向性が示され、全国的に取り組まれている状況である。本

通知では、広域化の必要性として、①持続可能な適正処理の確保、②気候変動対策の推進、③資

源循環の強化、④災害対策の強化及び⑤地域への多面的価値の創出の 5 項目が示されており、将

来にわたり持続可能な適正処理を確保し、同時に脱炭素化も推進していくためには、社会情勢等

を踏まえ、中長期的な視点で安定的かつ効率的な廃棄物処理体制の在り方を検討することが必要

となっている。 

静岡県においても、「静岡県一般廃棄物処理広域化マスタープラン」（令和 4 年 3 月静岡県）に

よって一般廃棄物処理広域化の方向性が示され、3 市 2 町は東部地域における枠組の一つに位置

づけられた。 

3 市 2 町では、既存のごみ処理施設の老朽化が進行し、延命化措置を講じつつも将来的な更新

が共通の課題となっている。また、人口減少やごみ減量の進展が見込まれる中で、各市町が個別

に施設整備・運営を行う従来の方式では、財政負担や人材確保の面で持続可能性に課題がある。

このような背景の中で、県マスタープランを踏まえ、3 市 2 町は、令和 5 年度から施設の集約化

による広域的なごみ処理の推進に向けた具体的な協議を進め、令和 7 年 3 月、副市長及び副町長

を構成員とするごみ処理広域化検討協議会（以下「検討協議会」という。）を設置し、ごみ処理広

域化の協議検討を行っているところである。 

 広域化の実現により、建設費の低減や運営の効率化による財政負担の軽減、施設の高度化・効

率化による安定的かつ持続可能な処理体制の確保、さらにはごみ発電の実施等による温室効果ガ

ス排出量の削減といった効果が期待される。 

一方で、広域処理施設の建設候補地の選定、収集運搬距離の増加に伴う費用や地域住民の理解、

処理対象物・施設構成の整理、広域的な組織体制の構築など、解決すべき課題も多岐にわたる。 

 このうち、とりわけ建設候補地の選定は、地域社会との共存が不可欠であることはもとより、

広域化の成否を左右する重要な要素であり、各市町の広域化への参加判断にも大きく影響するも

のである。このため、3 市 2 町は本委員会を設置し、専門的知見と客観的な評価に基づき、公募

及び公有地等から抽出した候補地について、公平かつ透明性のある検討を行うこととした。 

本委員会では、候補地選定基準及び評価方法を策定した上で、応募・抽出された候補地につい

て、法規制や環境条件、防災性、地域合意の状況等の観点から段階的な評価を実施するとともに、

経済性の観点では候補地が 1 か所だったことから概算事業費等の検討を行い、その評価及び検討

結果を本報告書に取りまとめた。 



 本報告書が、今後の検討協議会における協議及び 3市 2町の最善な意思決定に資するとともに、

広域的かつ持続可能な廃棄物処理体制の構築に向けた着実な前進につながることを期待する。 

 

 

 令和 8年 7月 

 広域一般廃棄物処理施設建設候補地選定委員会 

 委員長 平井 一之 
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第1章 建設候補地選定の進め方 

1.1 建設候補地選定委員会について 

1.1.1 本委員会設置の経緯 

3 市 2 町は、令和 6 年度までのごみ処理広域化協議の中で、各市町が広域化に参加する

かどうかの重要な判断要素の一つとして、広域化により市外・町外にごみを搬出すること

になった場合の収集運搬距離の増加を想定することが必要であり、そのために、3 市 2 町

の枠組みにおける広域一般廃棄物処理施設の建設候補地をあらかじめ選定した上で、広域

化参加の判断を行うこととした。 

そこで令和 7 年度から、3 市 2 町は、副首長による検討協議会において建設候補地の検

討を行うこととし、そのため、本委員会を共同で設置した。本委員会では、公募又は各市

町公有地等からの抽出により選出した候補地について、学識経験者と各市町の担当部長が

意見を取り交わし、評価検討を行う。 

その結果は検討協議会に報告され、各市町は、本委員会による建設候補地の評価結果を

考慮し、広域化への参加判断を行う流れとなる。 

 

1.1.2 本委員会の位置づけ 

本委員会の位置づけは図 1.1に示すとおりである。本委員会は、委員を検討協議会が選

任し、3 市 2 町が要綱・覚書によって共同で設置するものである。本委員会では、選定に

係る評価、検討及び意見、提言を議論し、その結果を検討協議会に報告する。 

 

図 1.1 本委員会の位置づけ 

 

1.2 建設候補地選定のフロー及びスケジュール 

広域一般廃棄物処理施設建設候補地選定のフローは図 1.2に、候補地選定のスケジュールは 

図 1.3に示すとおりである。 
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「建設候補地選定基準」「公募要項」の検討 

・ 面積要件 

・ 除外対象とする法規制地域 

・ 地形地物の状況（不整形地、移設困難な構造物） 

・ 応募資格・応募要件 など 

「評価項目・評価基準」の検討 

・ 土地利用の制限、防災、自然環境の保全、生活環境の保全、経済性、 

地域の合意形成の状況 など 

公有地等から建設候補地を抽出 建設候補地の公募 

・建設候補地の評価検討 

・評価検討の結果を検討協議会に報告 

・選定委員会の評価結果を考慮し建設候補地について協議 

・協議結果を公表 
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広域化に参加市町による基本合意書の締結 

・建設候補地選定支援等業務委託仕様書の決定 

・選定委員会委員の選任 
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※広域化参加市町において、3市 2町の枠組みにおける

建設候補地がそのままふさわしいかの再検証は必要 

「建設候補地選定基準」「公募要項」「評価項目・評価基準」の決定 
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図 1.2 広域一般廃棄物処理施設建設候補地選定のフロー 
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○「選定基準」(案)の検討 

・ 面積要件（同種規模の施設事例、概略配置計画等を基に検討） 

・ 除外対象とする法規制地域 

・ 地形地物の状況（不整形地、移設困難な構造物） 

○「公募要項」(案)の検討 

・ 応募資格・応募要件  等 

○「評価項目・評価基準」の検討（大項目はここで決定） 

  

 

○「選定基準」「公募要項」の決定 

 

 

○「評価項目・評価基準（中・小項目）」の検討 

 

 

○「評価項目・評価基準（中・小項目）」の決定 

 

 

○ 公募及び各市町抽出により選出された候補地の評価検討（現地確認等）  

 

 

○ 建設候補地の評価検討結果のとりまとめ・報告書作成 

 

 

○ 選定委員会による建設候補地の評価検討結果の報告 

〇 選定委員会の評価結果を考慮し建設候補地 1か所を選定・公表 

各市町において市民・町民説明 

R8年 11～12月 各市町において広域化への参加可否の判断 

 

R8年度末 広域化に参加する市町において基本合意書の締結 

 

建設候補地の決定 

 

 

※「公有地等から抽出」の期間は、第 5回検討協議会で協議して R8.3.31に延長 

R7 年 7月 14日 第１回 建設候補地選定委員会 

 

R8年 8月 19日 第７回 ごみ処理広域化検討協議会 

R7年 7月 18日 第３回 ごみ処理広域化検討協議会 

○ 公募（R7.7.28～10.31） 

○ 各市町公有地等から抽出 

  （R7.7.28～R8.3.31※） 

R7 年 9月 4日 第２回 建設候補地選定委員会 

 

R8 年 5月 15日 第３回 建設候補地選定委員会 

 

R8 年 7月 17日 第４回 建設候補地選定委員会 

 

R7年 10月 3日 第４回 ごみ処理広域化検討協議会 
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図 1.3 広域一般廃棄物処理施設建設候補地選定スケジュール 



 

 4 

第2章 建設候補地選定基準及び公募要項 

2.1 建設候補地選定基準 

建設候補地選定基準は次に示すとおりである。 

2.1.1 選定基準の考え方 

3 市 2 町においては、建設候補地選定時点でごみ処理広域化に参加する市町が定まって

いないことを踏まえ、次の考え方に基づいて定めた。 

(1) 整備を想定する広域一般廃棄物処理施設及び規模 

令和 6年度に実施した「一般廃棄物処理施設広域化実現可能性調査」（以下「可能性調

査」という。）では、広域化によりスケールメリットが最も得られる施設の種別、及び 3

市 2町が全て広域化に参加した場合の施設規模として、表 2.1に示す種別を選定し、規

模を設定した。 

選定基準は、3市 2町全てが広域化処理に参加できることとして同条件を想定した。 

 

表 2.1 施設の種別及び規模 

施設の種別 規模 

ごみ焼却施設（エネルギー回収型廃棄物処理施設） 300 t/日程度 

※施設の種別（バイオガス化、堆肥化を含む。）及び規模については、今後、広域化に参

加する市町において、施設整備基本構想などにより、具体的な検討を行う。 

※マテリアルリサイクル推進施設（粗大ごみ処理施設、資源化施設、ストックヤード）も

併設する可能性があるが、広域施設（40t/日程度を想定）となるか、建設地の市や町の

単独施設となるか、広域化に参加する市町の既存施設状況を踏まえて検討する。 

 

(2) 新施設稼働目標時期 

3 市 2 町の現行のごみ処理施設の老朽化が進み、更新時期が近づいている状況等から

可能性調査において検討した整備スケジュールを踏まえ、新施設稼働開始の目標時期を

令和 19年度※とした。 

※本委員会の開始当初は令和 18 年度を目標としていたが、市町抽出の期間延長に伴って変

更した。 

 

2.1.2 建設候補地の選定方法 

建設候補地の選定手順は図 2.1及び次に示すとおりであり、本委員会では①～③を行う。 

①建設候補地の選定に当たっては、土地所有者や地域の理解を得ながら円滑に事業を推進

するため、各市町の自治会や町内会等に公募する方法、又は各市町がそれぞれの公有地

等から抽出する方法により候補地を選出する。 

②公募要項の作成及び公有地等からの抽出は、選定基準に基づき行う。 

③公募による候補地及び各市町がそれぞれ抽出した候補地は、検討協議会が別に定める評

価基準に基づき、本委員会において、安全・安心、環境、立地条件など幅広い観点から

評価検討を行い、その結果を検討協議会に報告する。 



 

 5 

④検討協議会は、本委員会から報告された建設候補地の評価結果を考慮し、協議した結果

を速やかに公表する。 

⑤3市 2町は、検討協議会の協議結果を踏まえ、広域化に参加するか否かの判断を行う。  

⑥広域化に参加する市町において、ごみ処理広域化に関する基本合意書を締結し、建設候

補地を決定する。（令和 8年度内を予定） 

 

 選定基準の策定  

 

 

 公募要項の作成      

 

         建設候補地の公募          各市町公有地等からの抽出  

    

資格判定 ※公募要項を基に各市町が確認し、選定委員会に提出 

  ・面積要件 

  ・土地所有者の同意 など 

 

   

    適合する       適合しない  

        

      候補地から外す  

 

第１次評価（適合評価） 

※選定基準に適合するか検討協議会事務局が確認し、選定委員会に提出 

【評価の観点】・法規制地域外 ・地形地物の状況 

 ・市町土地利用計画との整合 

 

    適合する       適合しない     候補地から外す  

 

 第２次評価（比較評価） 

※別に定める評価項目及び評価基準に基づき選定委員会が評価検討 

【評価の観点】 ・土地利用の制限 ・自然環境の保全 

 ・防災 ・生活環境の保全 

 ・経済性 ・地域の合意形成の状況 

       

 評価検討結果の公表  

 

 各市町が広域化への参加可否の判断  

 

 広域化参加市町による基本合意書  

    

 建設候補地の決定   

図 2.1 建設候補地選定手順 
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2.1.3 建設候補地の選定基準 

「2.1.1 選定基準の考え方」に基づき、表 2.2に示すとおり建設候補地の選定基準を設

定した。 

表 2.2 建設候補地の選定基準 

 

表 2.3 除外対象とする法規制地域 

  法律名 除外条件 

1 都市計画法 住居系地域及び商業系地域を含む場合 

2 河川法 河川区域を含む場合 

3 
急傾斜の崩壊による災害防止に関

する法律 急傾斜地崩壊危険区域を含む場合 

4 砂防法 砂防指定地を含む場合 

5 地すべり等防止法 地すべり防止区域を含む場合 

6 土砂災害防止法 土砂災害特別警戒区域を含む場合 

7 海岸法 海岸保全区域を含む場合 

8 港湾法 港湾区域内の指定地域、臨港地区を含む場合 

9 自然公園法 国立公園の公園区域を含む場合 

10 自然環境保全法 
自然環境保全地域及び都道府県自然環境保全

地域を含む場合 

11 鳥獣保護及び狩猟に関する法律 特別保護地区を含む場合 

12 
文化財保護法、静岡県文化財保護

条例、3市 2町の文化財保護条例 国、県及び各市町指定文化財を含む場合 

※関係機関との協議により、法規制解除の見込みがある土地は除外対象としない。 

 

№ 項目 内容 備考 

1 面積要件 概ね 2ha以上の土地 ・同種規模の処理施設事例、概略配

置計画の検討などを基に設定 

2 用地取得の確

実性 

公募：土地所有者の同意 

市町抽出：公有地等から選定 

・事業の円滑な推進のため、用地取

得の確実性が高いこと 

3 法規制地域外 広域一般廃棄物処理施設を整

備することが困難な規制地域

を含まないこと。 

・規制の解除が困難な法規制地域と

して表 2.3は除外する 

4 地形地物の状

況 

移設が困難な構造物が存置す

る土地、不整形地の土地は除

く 

・「移設が困難な構造物」とは高圧鉄

塔や鉄道など、「不整形地」とは面積

要件を満たしていても施設配置や動

線確保が困難な形状の土地 

5 市町土地利用

計画との整合 

他の公共事業計画に該当する

土地は除く 
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2.2 公募要項 

建設候補地を公募するに当たり、選定基準に基づき、公募要項を定めた。応募の要領は次の

とおりである。 

2.2.1 応募資格 

応募資格は、「土地が所在する地域内の自治組織※の代表者又は土地所有者」とした。な

お、建設候補地の選定に当たっては、自治会・町内会をはじめ地元住民の方々の理解と協

力が非常に重要であるため、応募者に対し、地元自治会や住民の方々への意向確認の実施

状況、及び実施した場合はその方法について、別に定めた様式に基づく調書の作成を求め

た。 

※自治組織とは、自治会や町内会、区など、一定の区域に住所を有する者の地縁に基づいて形成され、

住民相互の連絡、集会施設の維持管理など地域的な共同活動を行っている団体。 

 

2.2.2 応募要件 

応募要件は、「公募を実施する市町の行政区域内の土地で、次のいずれの要件にも適合し

ていること」とした。 

〇概ね 2ha以上の土地を確保できること。 

〇土地所有者全員の同意が得られていること。 

〇暴力団員・反社会的団体の関与がないこと。 

なお、建設地については、事業主体となる行政が、原則、売買により取得するものとし

た。 

 

2.2.3 応募時の提出書類等 

応募時の提出書類等として表 2.4、応募地が建設候補地として決定した場合の提出書類

として表 2.5に示す書類を設定した。 

表 2.4 応募時の提出書類等 

№ 書類名 備考 

1 応募申請書 【様式 1】 

2 土地明細及び所有者の同意状況等一覧表 【様式 2】 

3 自治組織の意向確認の実施状況調書 【様式 3】 

4 誓約書 【様式 4】 

5 位置図（縮尺 1:5,000程度で位置が確認できるもの） 任意 

 

表 2.5 候補地決定後の提出書類等 

№ 書類名 備考 

1 土地所有権移転に関する同意書 【様式 6】 

2 土地所有権以外の権利消滅に関する同意書 【様式 7】 

3 その他、広域化参加市町が必要と認めた書類  
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2.2.4 施設建設地域への地域支援策 

公募要項には、地域の環境整備や活性化事業などの地域支援策について、建設候補地決

定後に、周辺住民と協議していくことについて記載した。 
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第3章 評価項目及び評価基準 

3.1 評価項目 

評価項目は、1.土地利用の制限、2.生活環境の保全、3.自然環境の保全、4.防災、5.地域

の合意形成の状況、6.経済性の観点から設定した。 

2.生活環境の保全では、候補地選定段階であることを踏まえ、現地確認及び既存情報によ

り評価できる内容として項目を設定し、大気質、悪臭などのように影響範囲が広範囲に及ぶ

項目については、事業実施段階において、環境影響評価により検討を行う考えをとった。 

同様に、3.自然環境の保全についても、既存情報によって確認できる範囲で評価を行い、

詳細な検討は、事業実施段階において現地調査に基づく環境影響評価により行う考えとした。 

 

3.2 評価基準 

3.2.1 評価基準の考え方及び評価方式 

評価基準の考え方は表 3.1に示すとおりである。また、評価方式については、積み上げ

方式と平準化方式（大項目間）を比較検討し（表 3.2 参照）、本件の評価では下記 3.2.2

のとおり大項目で重み付けを行うことから、小項目の数に左右されず、大項目の重み付け

を表現することができる「平準化方式」を採用した。 

 

表 3.1 評価基準の考え方 

・評価の結果をわかりやすく定量的に示すため、重要度を勘案（重み付け）した配点に

基づき点数化し、候補地を比較評価する（点数評価）。 

・併せて、地域の合意形成に関する評価など、点数評価だけでは的確な判断が困難な事

項は、点数評価を補完することを目的に、記述式の調書（別添様式）を作成する。 

 

表 3.2 比較検討した評価方式の概要 

積み上げ方式 小項目ごとの点数を加えて合計点を算出する方式であり、小項目の

項目数が多い大項目に重み付けされる傾向がある。 

平準化方式 

（大項目間） 

積み上げ方式による集計後、あらかじめ重み付けにより設定した大

項目配点内の比率で再計算する。小項目数に左右されない採点が可能

となる。 

 

3.2.2 大項目の重み付け 

大項目は、3 市 2 町において、建設候補地選定で重視する項目を社会情勢、各市町の重

点課題、事業の実現性等を基に検討し、表 3.3 に示すとおり重み付けを行い、配点した。

なお、市民・町民へのわかりやすさから、100点満点で配点した（表 3.3参照）。 
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表 3.3 大項目の重み付け 

大項目 観 点 配点 

1.土地利用の制限 法律等によって規制、指定された区域等を含む場合は、

指定の解除や対策の検討が必要であり、事業実現性に影

響することから、規制等の状況を確認する。 

10 

2.生活環境の保全 処理施設周辺の生活環境への影響については、候補地決

定後の環境影響評価で実施するものであるが、候補地検

討段階として、住居や病院・学校等との距離や廃棄物運

搬車両の通行が与える影響を検討する。 

10 

3.自然環境の保全 貴重な動植物の生息環境への影響に関して、施設側での

対応が困難と考えられて制約を受けた事例があることを

踏まえ、候補地検討段階において、国や県等による既存

の調査結果を確認する。 

10 

4.防災 昨今、頻発化する大規模自然災害に備え、災害発生時に

おける生活ごみの処理の継続、早期復旧、復興に向けた

災害廃棄物処理の観点から、アクセスルートを含めた処

理施設の立地条件を検討する。 

20 

5.地域の合意形成の

状況 

施設建設に対する地域住民の理解と協力は、事業の成否

を決定づける要素となりうるため、自治組織等への意向

確認の状況等を確認する。 

25 

6.経済性 財政負担は各市町において共通の重要課題であり、市町

の政策全般に及ぼす影響が大きいため、事業に要する費

用を相対的に検討する。 

25 

合計  100 

 

3.2.3 小項目の配点 

小項目の配点は、◎を 5 点、〇を 3 点、△を 1 点、×を 0 点とし、5 点満点を基本とし

た。ただし、以下の項目は、表 3.4に示すように、一部の小項目については重要な項目と

して配点を 2倍又は 4倍した。 

なお、小項目の採点の結果、×がついた項目は、事業の実現性に重大な影響を及ぼすリ

スクとなりうるが、第 2 次評価では、候補地として不適合との結論を出すことはせず、そ

の評価結果を検討協議会に報告し、検討協議会での候補地選定協議において当該事項を十

分に考慮するものとした。 
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表 3.4 小項目の配点に重み付けした項目及びその理由 

・「4-1-1地形地質状況」：頻発化する自然災害への対応として処理の継続の観点から重視するため。 

・「5-1-1自治組織の意向確認状況」：建設候補地の選定にあたっては、自治会・町内会をはじめ地

元住民の方々の理解と協力が非常に重要であるため。 

・「6-1-1用地取得費、造成費、道路整備費」：経済性の検討の中で、全体事業費に占める割合が高

い費用であるため。 

・「6-4-1各市町からのごみの輸送距離」：広域一般廃棄物処理施設までの収集運搬距離は、各市町

の広域化への参加判断に重要な要素となるため。 

 

3.2.4 採点方法 

大項目の採点は「大項目配点(A)×小項目採点(C)／小項目配点(B)」とし（小数点以下第

二位を四捨五入）、大項目採点の合計点を各候補地の点数評価の点数とした。 

 

3.2.5 評価項目及び評価基準 

評価項目は、表 3.5(1)から表 3.5(3)に示すとおり大項目、中項目、小項目に分類し、

小項目ごとに設定理由及び評価基準を設定した。 

 

表 3.5(1) 評価項目及び評価基準 

設定理由

1.土地利用の制限

1-1 土地利用規制

1-1-1 山地災害危険地区

法律に基づく指定ではなく規制
はないが、県が山腹崩壊、地す
べり及び崩壊土砂の流出などに
より、官公署、学校、病院、道
路等の公共施設や人家等に直接
被害を与えるおそれのある地区
で、地形地質特性からみてその
崩壊危険度が一定基準以上の地
区を調査把握したものであり、
考慮する必要がある。

◎：周辺に山地災害危険地区がない。
○：周辺に山地災害危険地区があるが、影響を
回避して施設配置することが可能。
△：周辺に山地災害危険地区があり影響が懸念
される。

5

1-1-2 保安林（森林法）

保安林は、水源のかん養等の目
的達成のために指定されてお
り、解除に当たってはその理由
が消滅することを示し、農林水
産大臣又は県知事に申請を行っ
て認められる必要があるため。

◎：保安林を含まない。
△：保安林を含む。

5

1-1-3 土砂災害防止法

土砂災害による被害を防止・軽
減するため、危険の周知、警戒
避難体制の整備を行う区域であ
り、施設整備によって現状の体
制に支障をきたす可能性が考え
られるため。

◎：土砂災害警戒区域を含まない。又は土砂災
害警戒区域を含むが、施設整備によって現状の
体制に支障をきたす恐れはない。
△：土砂災害警戒区域を含んでおり、施設整備
によって現状の体制に支障をきたす恐れがあ
る。

5

1-1-4
農用地区域
（農業振興地域の整
備に関する法律）

農用地（青地）に指定されてい
る土地は農振除外が必要となる
ため。

◎：農業振興地域内の農用地区域（青地）に該
当しない。
△：農業振興地域内の農用地区域（青地）に該
当する。

5

1-1-5
河川保全区域
（河川法）

堤防や護岸など洪水・高潮等の
災害を防止するための施設や河
岸を守るために、一定の制限を
設けている区域であり、施設整
備においても許可及び対応が必
要となるため。

◎：河川保全区域を含まない。
△：河川保全区域を含む。

5

小計 25

小項目
配点大項目・中項目 小項目

評価基準

10

評価項目

大項目
配点
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表 3.5 (2) 評価項目及び評価基準 

設定理由

2.生活環境の保全（環境影響評価項目のうち、候補地検討段階を考慮した項目）

2-1 騒音、振動

2-1-1

騒音規制法等に基づ
く規制基準において
特に配慮を要する施
設（学校、保育所、
病院等）との距離

静穏を要する施設及び地区とは
離隔を確保することが好ましい
ため。

◎：保全対象施設が100ｍ圏内に存在しない。
○：保全対象施設が50ｍ～100ｍ圏内に存在す
る。
△：保全対象施設が50ｍ圏内に存在する。

5

2-1-2 住居・集落との距離
生活環境の保全上、施設との一
定の離隔を確保する配慮が求め
られるため。

◎：直近住居・集落が100ｍ圏内に存在しな
い。
○：直近住居・集落が50ｍ～100ｍ圏内に存在
する。
△：直近住居・集落が50ｍ圏内に存在する。

5

2-2 車両影響

2-2-1
排ガス、騒音、振
動、悪臭、安全

収集運搬車両が集中することに
よる影響を受ける住民は少ない
ほうが好ましいため。

◎：候補地近傍のアクセス道路が混雑度の少な
い幹線道路である。
○：候補地近傍のアクセス道路が混雑度の多い
幹線道路である。
△：候補地近傍のアクセス道路が生活道路であ
る。

5

小計 15

3.自然環境の保全（候補地検討段階において実施可能な調査を考慮した項目）

3-1 貴重な動植物の保
護（現地踏査を実
施）

3-1-1
植生自然度の高い群
落の有無

◎：植生自然度9以上（自然植生）に該当しな
い。
○：植生自然度9以上（自然植生）を含む（面
積の半分未満）。
△：大半が植生自然度9以上（自然植生）（面
積の半分以上）。

5

3-1-2 巨樹・巨木の存在

◎：環境省自然環境保全基礎調査による巨樹・
巨木が存在しない。
○：環境省自然環境保全基礎調査による巨樹・
巨木が存在するが、回避して施設配置すること
が可能。
△：環境省自然環境保全基礎調査による巨樹・
巨木が存在し、施設配置上、回避できない。

5

3-1-3 希少生物の存在

◎：静岡県指定希少野生動植物の生息位置を含
まない。
△：静岡県指定希少野生動植物の生息位置を含
む。

5

小計 15

4.防災

4-1 候補地の災害リス
ク

4-1-1

地形地質条件

※4-1-2液状化想
定、4-1-3浸水想定
レベル以外の観点に
よるリスク

地形地質条件により災害時の施
設の継続稼働に与えるリスクが
異なるため。

◎：施設の継続稼働に影響を与えるリスクが少
ない。
○：地形地質条件に懸念があるが、対策工事に
より、リスクを低減できる。
×：施設の継続稼働に影響を与えるリスクがあ
る。

10

4-1-2 液状化想定
液状化により施設の運転が継続
困難となる可能性が考えられる
ため。

◎：液状化が生じる可能性が小（PL値<5）
○：液状化が生じる可能性が中（5＜PL≦15）
△：液状化が生じる可能性が高（PL＞15）

5

4-1-3 浸水想定レベル
浸水想定レベルに応じて施設の
水害へ備えが異なり、災害時の
処理継続にも影響するため。

ハザードマップにおける最大浸水深
◎：0.5 m 未満のエリアに該当する。
○：0.5～3.0 m 未満のエリアに該当する。
△：3.0 m以上のエリアに該当する。

5

4-2 運搬ルートの災害
リスク

4-2-1
運搬ルートの災害リ
スク

運搬ルートとなる道路につい
て、自然災害による通行止めの
リスクが想定される場合、ごみ
処理の継続性に影響するため。

◎：災害による通行止めのリスクが少ない。
○：災害による通行止めのリスクは想定される
が、迂回路があり、遠方にならない。
△：災害による通行止めのリスクがある。

5

小計 25

小項目
配点

10

20

10

小項目

自然環境保全の観点から、希少
生物等の生息情報が得られてい
る箇所に配慮が必要であるた
め。

評価項目

評価基準
大項目
配点大項目・中項目
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表 3.5 (3) 評価項目及び評価基準 

設定理由

5.地域の合意形成の状況

5-1 用地取得の実現性

5-1-1
自治組織の意向確認
状況

地域の理解がより得られる事業
推進を目指すため。

◎：自治組織への意向確認を実施済み（総会に
よる議決済み）又は候補地がどの自治組織にも
属していない。
○：自治組織への意向確認を実施済み（役員会
や一部の議決によるもの）。
△：自治組織への意向確認は実施していない
（説明会や文書等による周知のみ）
×：自治組織への意向確認を実施していない
（周知を行っていない。）

※本項目における自治組織の範囲は、候補地が
所在する自治組織とする。

20

5-1-2
土地所有者以外の権
利者の存在

借地権、耕作権、抵当権など、
土地所有者以外の権利者がいる
場合には個別に協議を行う必要
があるため。

◎：土地所有者以外の権利者はいない。
○：土地所有者以外の権利者が平均以下存在す
る。
△：土地所有者以外の権利者が平均より多く存
在する。

5

小計 25

6.経済性

6-1 施設整備費以外の
費用

6-1-1

用地取得費、造成
費、道路整備費（既
存2車線道路までの
整備費）

建設候補地ごとに必要となる用
地取得費、造成費、道路整備費
は異なり、事業費に影響するた
め。

用地取得費、造成費及び道路整備費の概算費用
を算出し、以下の算式に当てはめる。
　「配点10点×全候補地のうち最も安い候補地
の金額／当該候補地の金額」

10

6-2 インフラ条件

6-2-1 上水道の整備状況
上水道が近傍まで整備されてい
れば新たな整備が不要となるた
め。

◎：接続できる給水管がある。
○：接続できる給水管までの距離が全候補地の
平均以下。
△：接続可能な給水管までの距離が全候補地の
平均より長い。

5

6-2-2 下水道の整備状況
排水先として下水道が選択でき
ればエネルギー回収効率向上が
見込めるため。

◎：公共下水道整備計画区域内であり、かつ下
水道管が近傍まできており接続が可能。
○：下水道整備計画区域内であるが、下水道管
が近傍に無く接続のためには下水道工事の検討
が必要。
△：下水道整備計画区域外

5

6-2-3
変電所、特別高圧線
からの距離

変電所、特別高圧線の有無に
よってそれらの設置費用が発生
する可能性が異なるため。

◎：変電所又は特別高圧線が隣接している。
○：変電所又は特別高圧線との距離が全候補地
の平均距離以下。
△：変電所又は特別高圧線との距離が全候補地
の平均距離より長い。

5

6-3 広域の収集・運搬
の負荷

6-3-1
各市町からのごみの
輸送距離

収集運搬費用に影響するため。

各市町の人口重心点から候補地までの輸送距離
の合計を算出し、以下の算式に当てはめる。
　「配点10点×全候補地のうち最短の候補地の
距離／当該候補地の距離」

10

6-3-2
中継施設の設置の可
能性

中継施設の設置により、事業費
に影響するため。

◎：各市町の人口重心点からの想定輸送距離が
18kmを超えない。
○：各市町の人口重心点からの想定輸送距離が
18kmを超える市町が１つある。
△：各市町の人口重心点からの想定輸送距離が
18kmを超える市町が２つ以上ある。

5

小計 40

25

大項目・中項目 小項目

小項目
配点

25

大項目
配点

評価項目

評価基準
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3.2.6 候補地が 1か所となった場合の対応について 

第 2 次評価の評価対象となる建設候補地が 1 か所のみとなった場合には、次のとおり当

該候補地の評価検討を行うこととし、点数評価は 75点満点として採点することとした。 

①大項目「1.土地利用の制限」、「2.生活環境の保全」、「3.自然環境の保全」、「4.防災」、「5.

地域の合意形成の状況」は、評価基準により点数評価を行う。 

②大項目「6.経済性」は、複数の候補地間の相対的な評価としている項目が多いことから

評価基準による点数評価は行わず、検討協議会における建設候補地選定協議に資するこ

とを目的として、用地取得費・造成費等の概算費用等、検討した結果を示す。 

 

3.3 調書の作成について 

3.3.1 地域の合意形成の状況 

大項目の「5.地域の合意形成の状況」について、点数評価を補完することを目的に記述式

の調書を作成することとした。 

〇 作成方法 

候補地が所在する市や町が、自治組織との意見交換を行い、地元住民の合意形成の

状況について客観的な事実を記述する。 

〇 記述の観点 

応募や公有地等抽出に当たっての住民への周知方法や状況、合意形成の状況（総会

又は役員会での議決や同意の状況）、反対する意見の存在など。 

〇 記述の対象とする自治組織の範囲 

候補地が所在する自治組織は必須とし、隣接する自治組織や収集運搬ルートを含め

てどこまでを範囲とするかは地域の事情やつながり等の関連性を考慮する。これらの

関連性は、地域ごとに異なることから、一律に設定せず、候補地が所在する市や町が、

自治組織と協議を行いながら候補地ごとに検討する。 

なお、候補地がどの自治組織にも属していない場所である場合には、候補地が所在する市

や町において、事業の実現性を確保する観点から、地域の合意形成が必要と考えられる周辺

の自治組織の範囲について、慎重に検討・判断する。 

 

3.3.2 その他 

加点的要素や留意すべき事項として、表 3.6に示す項目について調書に記述することとし

た。 

 

表 3.6 加点要素や留意すべき事項 

①余熱利用の可能性 

(熱利用施設活用の可能性) 

熱利用は発電に比べてエネルギー回収率が高い手段であ

り、熱利用施設を有効に活用することは温暖化対策に有効で

ある。そこで、近隣のエネルギー需要施設の存在等の状況を

確認する。 
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②敷地面積 

（敷地の汎用性） 

 敷地面積に余裕があれば施設配置が柔軟になり、メンテナ

ンス性も向上する。また、熱利用施設や CO2回収施設の整備

等の選択肢が増える。そこで、敷地面積等をもとに敷地の汎

用性について検討する。 

③大規模な切土の可能性 

（残土処分費への影響） 

 近年の残土処分費の高騰を踏まえ、土地の形状や傾斜を基

に、大規模な切土を行う可能性について検討する。 

④その他 ①～③のほか、付記すべき留意事項があれば記述する。 
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第4章 建設候補地の公募及び公有地等からの抽出 

4.1 建設候補地の公募及び公有地等からの抽出の期間 

公募の期間：令和 7年 7月 28日から令和 7年 10月 31日まで 

公有地抽出の期間：令和 7年 7月 18日から令和 8年 3月 31日まで※ 

※当初は公募と同じく令和 7 年 10 月 31 日までを予定していたが、構成市町から、地域住民

との調整のための時間を確保したい旨の意向が示され、検討協議会にて協議し、令和 8 年

3 月 31日まで期間を延長した。 

 

4.2 公募及び公有地等からの抽出の結果（市町及び箇所数） 

公募結果：1か所（函南町平井地内、以下「函南町候補地」という。） 

公有地抽出結果：1か所（熱海市熱海字笹尻地内、以下「熱海市候補地」という。） 

 

4.3 候補地の位置図 

候補地の位置図は図 4.1に示すとおりである。 

 



 

 

17 

所在：函南町平井 1721-142ほか 

 

図 4.1(1) 函南町候補地位置図 
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所在：熱海市熱海字笹尻 1804番 70ほか 

 

図 4.1(2) 熱海市候補地位置図 
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第5章 資格判定 

公募に対する応募があった函南町候補地について、所在がある函南町において公募要項を基

に確認した。 

資格判定結果は表 5.1に示すとおりであり、候補地は応募資格及び応募要件に適合するもの

と判断した。 

 

表 5.1 資格判定結果 

項目 条件 内容 判定結果 

応募資格 土地が所在する地域内の自治組織の代表者又

は土地所有者 

土地所有者による申請 適合 

応募要件 概ね 2ha以上の土地を確保できること。 土地面積 2.3ha 適合 

土地所有者全員の同意が得られていること。 土地所有者は申請者のみ 適合 

暴力団員・反社会的団体の関与がないこと。 申請書【様式 4】より確認 適合 

資格判定結果 適合 
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第6章 第 1次評価 

検討協議会事務局において公募及び公有地抽出による 2 候補地について選定基準に適合する

かを確認し、検討協議会幹事会（構成員：3 市 2 町担当課長）における協議を経て、本委員会

に結果が提出された（第 1次評価（適合評価））。その結果は表 6.1及び表 6.2に示すとおりで

あり、函南町候補地は選定基準に「適合しない」、熱海市候補地は「適合する」と評価された。 

 

表 6.1 第 1次評価（適合評価）結果（函南町候補地） 

№ 項目 内容 検討内容 評価結果 

1 面積要件 概ね 2ha 以上の土地 面積は約 2.3ha ○ 

2 用地取得の

確実性 

公募：土地所有者の同意 

市町抽出：公有地等から選定 

土地所有者同意あり ○ 

3 法規制地域

外 

広域一般廃棄物処理施設を整備

することが困難な規制地域を含

まないこと。 

下記【評価の概要】のとお

り 

○ 

4 地形地物の

状況 

移設が困難な構造物が存置する

土地、不整形地の土地は除く。 

下記【評価の概要】のとお

り 

× 

5 市町土地利

用計画との

整合 

他の公共事業計画に該当する土

地は除く 

函南町総合計画、都市計画

マスタープラン等をもとに

確認した結果、公共事業等

の計画されている地域では

ない。 

○ 

 

第１次評価結果（適合評価） 適合しない 

【評価の概要】 

・ 「１．面積要件」、「２．用地取得の確実性」、「５．市町土地利用計画との整合」については、

要件を満足している。 

・ 「３．法規制地域外」については、砂防指定地を含む土地であったため、応募された内容で

は要件を満足しないとの評価になる。ただし、砂防指定地と重なる部分の面積を差し引いて

も「１．面積要件」の概ね 2ha 以上の土地を確保できることから、要件を満足すると評価す

る。 

・ 「４．地形地物の状況」については、応募地は２つの土地に分かれており合わせて 2ha 以上

となるものであるが、土地の間に町有地の道（幅員約 2ｍ）及び鉄塔が存在し、応募地には送

電線路に関する地役権が設定されている土地が含まれている。また、標高差が 70ｍ前後ある

土地であることから造成を行うことで利用可能面積が更に減少することが考えられる。「３．

法規制地域外」における砂防指定地を除外する条件と併せて概略の造成面に関する検討を行

ったところ、4,000～5,000 ㎡程度の平坦地を確保できる可能性があるが、造成面の形状を考

慮すると、建物が配置できる面積は更に小さくなる。厳しい地形条件や鉄塔・送電線の存在

により施設計画に制約が生じる可能性を併せて考慮した結果、整備を想定する施設を配置す

る実現性が低く、不整形地と判断した。 

 

上記の検討により、第 1次評価では、選定基準に適合しないと評価する。 
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表 6.2 第 1次評価（適合評価）結果（熱海市候補地）  

№ 項目 内容 検討内容 評価結果 

1 面積要件 概ね 2ha 以上の土地 抽出面積約 25ha のうち一

部 

○ 

2 用地取得の

確実性 

公募：土地所有者の同意 

市町抽出：公有地等から選定 

熱海市公有地から抽出 ○ 

3 法規制地域

外 

広域一般廃棄物処理施設を整備

することが困難な規制地域を含

まないこと。 

下記【評価の概要】のとお

り 

○ 

4 地形地物の

状況 

移設が困難な構造物が存置する

土地、不整形地の土地は除く 

下記【評価の概要】のとお

り 

〇 

5 市町土地利

用計画との

整合 

他の公共事業計画に該当する土

地は除く 

熱海市総合計画、都市計画

マスタープラン等をもとに

確認した結果、公共事業等

の計画されている地域では

ない。 

○ 

 

第１次評価結果（適合評価） 適合する 

 

【評価の概要】 

・ 「１．面積要件」については、抽出面積約 25ha のうち、過年度熱海市が実施した「新廃棄物

処理施設建設候補地調査報告書（令和 4年 3月）」において建設候補地として設定した範囲を

対象とし、面積要件を満足していると評価する。 

・ 「２．用地取得の確実性」、「５．市町土地利用計画との整合」については、要件を満足して

いる。 

・ 「３．法規制地域外」については、第二種中高層住居専用地域に指定されているが、都市計

画法に基づく都市施設としての計画決定手続に併せて用途地域の変更を行うこととされてお

り、法解除の見込みがあることから要件を満足するものと評価する。 

・ 「４．地形地物の状況」については、高低差の大きい敷地の中に、北側を県道に面する上段

と、東側を県道に面する下段の 2 つの平坦地があり、これらの土地を活用・拡張し配置を検

討することが妥当である。造成の概略検討を行った結果、上段の平坦地を造成により拡張す

ることで想定する施設が配置できるものと判断する。なお、下段の平坦地には、別棟でマテ

リアルリサイクル推進施設を配置することも考えられる。 

 

上記の検討により、第 1次評価では、選定基準に適合すると評価する。
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第7章 第 2次評価 

7.1 第 2次評価の概要 

第 1次評価（適合評価）において選定基準に適合するものと評価された熱海市候補地に対し、

第 2次評価を実施した。第 2次評価の概要は表 7.1に示すとおりである。 

 

表 7.1 第 2次評価の概要 

大項目 主な確認内容 採点/配点 

1.土地利用の

制限 

防災の観点及び法規制等の指定解除や対策に時間を要する可

能性の観点から、土地利用規制に関する評価を行った。 

その結果、山地災害危険地区、保安林、土砂災害警戒区域、

農用地区域、河川保全区域について、いずれの区域等にも含ま

れていないことを確認した。 

10.0／10点 

2.生活環境の

保全 

候補地選定段階であることを踏まえ、現地確認及び既存情報

に基づき、騒音、振動及び車両影響に関する評価を行った。 

その結果、騒音及び振動について、発生源に近いほど影響が

大きくなる特性を考慮し、候補地近傍の状況を確認したところ、

周囲 100ｍ圏内には住居や学校等が存在しないことを確認した。

また、搬入道路の交通量を混雑度の指標と比較したところ、ア

クセス道路は混雑度の多い幹線道路であると確認した。 

8.7／10点 

3.自然環境の

保全 

候補地検討段階であることを踏まえ、既存情報によって確認

できる範囲で貴重な動植物の保護に関する評価を行った。 

その結果、自然植生には該当せず、巨樹・巨木も存在しない

場所であることを確認した。また、希少生物の存在については、

静岡県レッドデータブックに掲載されている 34 種の動植物の

分布域が含まれていることを確認した。 

7.3／10点 

4.防災 

候補地周辺の地形、活断層の分布状況及び地質、過去の地形

図との比較並びに現地踏査等により、候補地の災害リスクに関

する評価を行った。 

その結果、上段の平坦地を活用する場合においては、火山性

堆積岩類から成る地質において切土により形成された安定した

地盤であると考えられ、施設の継続稼働に影響を与えるリスク

が少ないことを確認した。 

各市町ハザードマップや過去の災害履歴等をもとに運搬ルー

トの災害リスクに関する評価を行った。 

その結果、熱函道路の通行止めのリスクが想定されるが、そ

の場合でも迂回路が確保でき、代替経路として十分利用可能な

範囲で、遠方にはならないことを確認した。 

18.4／20点 

5.地域の合意

形成の状況 

・候補地は、自治組織に属さない土地であること及び土地所有

者以外の権利者がいないことを確認した。 
25.0／25点 

合 計 69.4／75点 
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6.経済性 建設候補地が 1 か所となったことから、点数評価は行わず、以下のとおり検

討を行った。なお、概算費用については、「4.防災」の評価を踏まえ、上段側の

土地のみを活用するものとして検討した。また、現時点で得られた情報や条件

での推定値であること、建設工事資材価格及び労務費が近年急激に上昇してい

ることに留意が必要である。 

・ 用地費…固定資産税路線価（令和 7 年度）を基に推算した結果、2～3 億円

程度と想定。 

・ 造成工事費…概略造成設計を基に推算した結果、6～7億円程度と想定。 

・ 道路整備費…熱海市による過年度の検討資料における数量を参考に推算し

た結果、2～3億円程度と想定。 

・ 上水道…近隣の配水管からの給水が考えられ、0.2億円と想定。 

・ 下水道…下水道接続の概算費用を試算した結果、2億円程度と想定。事業実

施段階において、無放流方式との比較検討が必要。 

・ 特別高圧線からの距離…最も近い鉄塔まで、トンネルの尾根を越える必要

があり、地形、地質条件等による増加要因も考えられる。事業実施段階に

おいて、想定される売電収入との比較検討が必要。 

・ ごみの輸送距離、中継施設の設置の可能性…中継施設導入の目安（18km 以

上）を超えるのは、三島市、裾野市、長泉町である。この 2 市 1 町におい

ては、片道距離が約 15～24km、現在との比較で 4～7倍程度に増加すると想

定。 

 

また、第 2 次評価において、最も評価の高い「◎」と採点されなかった小項目と、その課題及

び留意事項は表 7.2のとおりである。 

 

表 7.2 第 2次評価において「◎」の採点以外の小項目及び課題・留意事項 

小項目 評価結果 課題・留意事項 

2-2-1  排 ガ

ス、騒音、振動、

悪臭、安全 

○：候補地近傍のアク

セス道路が混雑度

の多い幹線道路で

ある。 

・候補地近傍は住宅地ではなく、現状で渋滞の発生が

多い路線ではないが、熱函道路において函南方面か

らの収集運搬車両が新たに加わる場合、笹尻交差点

手前からの右折進入となることから、進入車両の待

機による渋滞等が生じないよう、道路拡幅等の整備

が必要と考える。 

3-1-3 希少生

物の存在 

△：静岡県指定希少野

生動植物の生息位

置を含む。 

・静岡県レッドデータブック掲載の 34種の希少生物の

分布を確認した。同書の分布図は約 10km四方単位（一

部はその 1/4）の広域的な情報であるため、事業実施

段階では環境影響評価手続き※における詳細な現地

調査を実施し、その結果に応じて適切な保全措置を

講じる必要がある。 

※本事業は静岡県環境影響評価条例の第 1 種事業に該

当する。 
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4-2-1 運搬ル

ートの災害リ

スク 

○：災害による通行止

めのリスクは想定

されるが、迂回路が

あり、遠方にならな

い。 

・熱函道路は、災害時の通行止めのリスクが想定され

るものの、静岡県第 1 次緊急輸送路等に指定されて

おり、優先的な道路復旧が見込まれる。また、通行

止めとなった場合でも国道 246 号～国道 1 号～県道

20 号の迂回路が確保でき、代替経路として十分利用

可能な範囲であり、遠方にはならない。 

・一方で、土砂災害警戒区域等の区域指定状況や災害

履歴等を考慮すると、複数の道路が自然災害で同時

に通行止めになる可能性も否定できないことから、

迂回路の活用のほか、収集運搬の一時停止時の周知

方法や対応の整理など、事前に対策を講ずることが

重要と考えられる。 

 

7.2 地域の合意形成の状況等調書に記述された事項 

大項目の「 5.地域の合意形成の状況」等に関し、点数評価を補完することを目的に、候補地

が所在する熱海市が作成した記述式の調書の概要は、次のとおりである。 

・ 熱海市候補地はどの自治組織にも属さない区域ではあるものの、公有地からの候補地抽出

に際し、これまで熱海市では、以下のとおり住民説明会や関係機関への状況報告等を重ね、

当該土地を候補地として応募する旨の周知を図っている。 

① 熱海市町内会長連合会 役員会（4回） 

② 近隣地区町内会長（4回） 

③ 近隣施設（12回） 

④ 住民説明会（20回） 

⑤ 市関連団体等（1回） 

⑥ 熱海市廃棄物減量等推進審議会（3回）   

・ 周知の方法は、上記①～⑥への状況報告であり、その中で「住民への丁寧な説明と周知に

努めること」「広域化に伴う周辺道路状況への影響を考慮すること」などの意見や、広域化

した場合のごみの分別方法に関する質問があったが、これまでのところ状況報告に対する

反対意見は挙がっていない。 

 

表 7.3 加点的要素や留意すべき事項として整理した内容 

項目 概要 

余熱利用の

可能性 

・候補地北側約 170～500m圏の姫の沢公園がある。 

・公園施設（ビジターセンター、広場等）の冷暖房や各種設備、及び近

隣施設における活用の可能性も含め、可能な範囲で検討を進めていく。 

敷地面積 ・面積は約 5.5ha あり、上段側と下段側の両方を活用する場合には、エ

ネルギー回収型廃棄物処理施設に加え、マテリアルリサイクル推進施

設を別棟で設置できる可能性が考えられる。 
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大規模な切

土の可能性 

・上段平坦地を活用する場合は、盛土工による不足土が生じ、大規模な

切土は発生しない見込みである。下段側を活用する場合、場内道路整

備による残土が生じるが、上段側の造成に利用することで残土量の削

減が可能と考えられる。 

 

7.3 まとめ 

第 2 次評価の結果、上段の平坦地を活用することを前提とした場合、熱海市候補地は 69.4 点

（75点満点）であった。全 17項目の小項目のうち、最も評価の高い「◎」が 14項目、続いて「○」

が 2項目、「△」が 1項目であり、事業の実現性に重大な影響を及ぼすリスクとなりうる「×」は

0項目であった。 

以上のことから、熱海市候補地の上段側は、広域一般廃棄物処理施設の建設用地として適性の

高い場所であると考えられる。 

一方で、事業化に当たっては、表 7.2において「◎」と採点されなかった項目及び本選定委員

会における評価の過程で明らかとなった次の点に特に留意し、検討を進めていく必要がある。 

・ ごみ処理施設の整備に当たっては、地元住民の理解の上に事業を進めることが不可欠であ

る。熱海市候補地はどの自治組織にも属さない区域ではあるものの、これまで熱海市では、

資料 1-3 の調書に記述されているように、当該土地を候補地として応募するに当たり、住

民説明会や関係機関への状況報告等を重ね、周知を図っている。今後、住民の理解と協力

を得ながら事業を円滑に進めていくためには、引き続きコンプライアンスの遵守はもとよ

り、積極的な情報公開と地域への丁寧な説明、手続きの適切な執行管理に十分留意しなが

ら事業を行っていくこと。 

・ 環境影響について、本選定委員会では、候補地選定段階であり具体的な施設計画が定まっ

ていないことから、候補地近傍に関する状況として、騒音・振動と車両影響に限り検討を

行った。ただし、本事業は静岡県環境影響評価条例の第 1種事業に該当することから、環

境影響評価段階においては、影響予測に必要な事業計画案を定め、大気環境、水環境や動

物、植物、生態系等、具体的に環境影響への予測、評価を行い、必要な対策を講ずること。 

・ 経済性について、本選定委員会では、候補地が 1 箇所となったことに伴い、評価基準に基

づく相対評価による採点は行わなかったが、用地取得費や造成費、周辺道路整備費の施設

整備費以外の費用や、インフラ整備費に関し、現時点で得られた情報に基づき推算を行っ

た。今後は、候補地までの収集運搬距離が現状より大幅に延伸する市町における収集運搬

コストの増加や中継施設の必要性なども踏まえ、これらを総合的に勘案した経済性の検討

を行うことが望まれる。 
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おわりに 

 

 本委員会では、令和 7 年 7 月の第 1 回選定委員会以来、約 1 年間をかけて広域一般廃棄物処理

施設建設候補地の検討及び評価を行ってきた。その結果、熱海市候補地について、広域的な処理

施設の建設用地として十分な適性を有すると評価し、3 市 2 町の枠組みにおける建設候補地とし

て検討協議会に報告するものである。 

今後、検討協議会における協議を経て、熱海市候補地が最終候補地として選定された際には、

各市町が広域化への参加判断を行うに当たり、財政運営への影響はもとより、将来にわたる安定

的かつ効率的なごみ処理体制の構築、住民サービスの質の確保、環境影響への配慮など、多角的

な観点からの検討が必要となる。 

各市町において、地域の持続可能な廃棄物行政の確立を念頭に置いた総合的な検討がなされ、

最善の判断が行われる上で、本報告書がその一助となることを本委員会として願うものである。 

 

以 上 
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資料 6：評価項目及び評価基準     本日省略 

資料 7-1：第 1次評価（函南町候補地）    本日省略 

資料 7-2：第 1次評価（熱海市候補地）    本日省略 

資料 8-1：第 2次評価      本日省略 

資料 8-2：第 2次評価検討資料     本日省略 



広域一般廃棄物処理施設建設候補地選定委員会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 三島市、裾野市、熱海市、長泉町及び函南町（以下「３市２町」という。）は、静

岡県が令和４年３月に策定した「静岡県一般廃棄物処理広域化マスタープラン」を踏ま

え、３市２町における広域一般廃棄物処理施設の建設候補地の選定のため、広域一般廃

棄物処理施設建設候補地選定委員会（以下「選定委員会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 選定委員会の所掌事項は、次のとおりとする。 

⑴ ３市２町による広域一般廃棄物処理施設の建設候補地の選定に係る評価検討及び意

見提言に関すること。 

⑵ その他必要な事項に関すること。 

（組織） 

第３条 選定委員会は、委員８名をもって組織し、委員は次に掲げる者をもって充てる。 

⑴ 学識経験を有する者 ３名 

⑵ ３市２町の職員（担当部長） ５名 

２ 前項第１号の委員は、三島市・裾野市・熱海市・長泉町・函南町ごみ処理広域化検討協

議会が選任する。 
（任期） 

第４条 委員の任期は、第２条に規定する所掌事項が終了するまでの間とする。 

（委員長） 

第５条 選定委員会に委員長を置き、委員長は、委員の互選により選出する。 

２ 委員長は、選定委員会の会議（以下「会議」という。）の議事を整理する。 

３ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長の指名する

委員がその職務を代理する。 

（会議の公開） 

第６条 会議は公開とする。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、当該会議を

公開しないことができる。 

⑴ 三島市情報公開条例（平成９年三島市条例第19号）第８条各号、裾野市情報公開条例

（平成28年裾野市条例第８号）第７条各号、熱海市情報公開条例（平成10年熱海市条

例第２号）第７条各号、長泉町情報公開条例（平成13年長泉町条例第２号）第７条各

号及び函南町情報公開条例（令和５年函南町条例第９号）第７条各号のいずれかに該

当する情報を当該会議の内容に含むと認める場合 

⑵ 会議を公開することにより、公正かつ円滑な議事運営に著しい支障が生じると認めら

れる場合 

２ 委員長は、会議を非公開とする時は、あらかじめ会議に諮り、これを決定する。 

３ 委員長は、会議を非公開とした場合は、その理由を示さなければならない。 

 （会議開催の周知） 

【資料1】



第７条 ３市２町は、会議の開催に関して、あらかじめ公表するものとする。ただし、緊

急その他特別の事情がある場合は、この限りでない。 

 （会議録の作成等） 

第８条 選定委員会は、会議について会議録を作成するものとする。 

２ ３市２町は、公開された会議に係る会議録の写しを一般の閲覧に供するものとする。 

（委員の責務） 

第９条 委員は、公正かつ公平に広域一般廃棄物処理施設の建設候補地の評価を行わなけ

ればならない。 

２ 委員は、評価の過程において知り得た秘密を漏らしてはならない。また、任期が終了

した後も同様とする。 

（報償及び費用弁償） 

第10条 第３条第１項第１号に規定する委員が会議に出席した場合は、報償及び費用弁償

（以下「報償等」という。）を支給する。 

２ 前項に規定する報償等の額は、３市２町が別に定める。 

（経費負担） 

第11条 報償等の負担割合は、３市２町による均等割とする。なお、報償等の負担割合に

基づく負担金は、千円単位とし、千円未満の端数は三島市が負担する。 

（庶務） 

第12条 選定委員会に関する庶務は、三島市・裾野市・熱海市・長泉町・函南町ごみ処理

広域化検討協議会の事務局において処理する。 

（その他） 

第13条 この要綱に定めるもののほか、選定委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が

選定委員会に諮り、別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 



氏　名

（外部委員は五十音順）
所属・役職 備考

中澤　博志 静岡理工科大学建築・都市デザイン学部教授

平井　一之 一般社団法人 静岡県環境資源協会会長 委員長

柳井　薫 一般社団法人 廃棄物処理施設技術管理協会会長

臼井　貢 三島市環境市民部長

杉山　和哉 裾野市環境市民部長

三枝　壮一郎 熱海市市民生活部長

椎田　清隆 長泉町都市環境部長

加藤　裕一 函南町厚生部長

広域一般廃棄物処理施設建設候補地選定委員会　委員名簿

【資料2】



協議事項 広域一般廃棄物処理施設建設候補地の選定について 

【広域一般廃棄物処理施設建設候補地選定委員会の結論】  

熱海市候補地の上段側は、広域一般廃棄物処理施設の建設用地として適性の高い場所である

と考えられる。 

 

【第 2次評価のポイント】 

大項目 配点 
採点 

結果 
具体的評価ポイント 

土地利用

の制限 
10 10.0 法規制区域等に該当せず、指定解除や対策の必要性がない 

生活環境

の保全 
10 8.7 

周囲 100ｍ圏内に住居や学校等が存在しない 

アクセス道路は混雑度が多い（減点） 

自然環境

の保全 
10 7.3 

自然植生には該当せず、巨樹・巨木も存在しない 

静岡県レッドデータブックに掲載されている34種の動植物の分布域

が含まれる（減点） 

防災 20 18.4 

地形地質条件、液状化想定、浸水想定のリスクが少ない 

運搬ルートの災害リスクが想定されるが迂回路が利用可能である（減

点） 

地域の合

意形成 
25 25.0 

候補地は自治組織に属さず、土地所有者以外の権利者が存在しない 

熱海市においてこれまで延べ 44 回の説明会、状況報告等を行って

おり、丁寧な説明と周知を重ねている 

 75 69.4  

経済性 

・ 施設整備費以外に必要な費用 約 13億円 

・ 特別高圧線への接続が可能※1（今後、事業実施段階において売電収入による経済

性を検討） 

・ ごみの輸送距離について、中継施設検討の目安（環境省資料）となる18㎞を超え

るのは、三島市、裾野市及び長泉町※2 

※1： 第4回選定委員会（R8.7.17）以降の情報として、東京電力パワーグリッドからの回答により、

熱海市候補地から直近の特別高圧線「初川第 13号線」までの接続が可能と判断。 

※2： 各市町の人口重心（令和 2年国勢調査結果）からの距離 

市町名 
現状（各市町の現行

施設までの距離） 

熱海市候補地までの距離 

下線は 18 ㎞超 
差 

三島市 4.2km 19.3km 15.1㎞増（4.6倍） 

裾野市 4.0km 27.7km 23.7㎞増（6.9倍） 

熱海市 7.4㎞ 5.7km 1.7㎞減（0.8倍） 

長泉町 6.5km 25.8km 19.3㎞増（4.0倍） 

函南町 8.2km 11.9km 3.7㎞増（1.4倍） 

合計 30.3km 90.4km 60.1㎞増（3.0倍） 

 

資料２ 



熱海市候補地 位置図

上段平坦地

下段平坦地

至函南町
至熱海市
市街地

姫の沢公園

【凡例】

候補地 県道

熱海市環境セン
ター（現施設）
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ごみ処理広域化に係る費用等の検討について 

 

１ 建設費・運営委託費・施設整備費以外の費用の概算額（3市 2町全てが参加した場合の負担額） 

  

広域化（施設規模:300t/日） 【参考】単独 

建設費※1※2 

（約 301億円） 

運営委託費※1※2 

（約 136 億円/20 年） 

施設整備費以外※3 

（約 13億円） 
合計 

施設規模 

（t/日） 
建設費用※1 運営委託費※1 

三島市 約 102～113億円 約 45～50億円 約 4.4～4.9億円 約 151〜168億円 99 約 157億円 約 128億円 

裾野市 約 50～56億円 約 22～25億円 約 2.1～2.4億円 約 74〜83億円 48 ・小規模ほど建設単価が割高であること、委

託費を複数市町で費用分担できないことか

ら、広域化より高コストになると推定。※4 

・人口 5万人の要件を満たさないため、交付

金が使えない。  

熱海市 約 49～75億円 約 21～33億円 約 1.7～2.9億円 約 72〜111億円 66 

長泉町 約 33～49億円 約 15～22億円 約 1.4～2.1億円 約 49〜73億円 30 

函南町 約 43～49億円 約 19～22億円 約 1.9～2.1億円 約 64〜73億円 57 

※1：広域化実現可能性調査（R6年度）による令和 3～4年度の受注実績（エネルギー回収型廃棄物処理施設（焼却施設））をもとにした検討であ

り、近年の建設資材及び労務費の高騰を踏まえると、今後の契約額はこれを大幅に上回る可能性がある（下記「２ 留意事項」参照。） 

※2： 各市町の負担額は、負担割合に応じて変化する。負担割合は、「ごみ量割」「人口割」「均等割」の比率によって、３ケースを仮設定して

試算【表 1】。なお、建設費は熱海市の下水道汚泥分を除いた金額。 

※3：候補地選定委員会で検討した費用の推算額（用地費、造成工事費、道路整備費、上水道、下水道）。 

※4：参考として、南伊豆地域清掃施設組合（施設規模 54t/日）による R6 年度参考見積りでは、建設工事費 106 億円、運営費 122 億円。（R8 年

度、下田市への聞き取り。） 

 

 

 

 

 

２ 留意事項 

・ 建設資材及び労務費の上昇により、ごみ処理施設建設・運営の契約金額が高騰している。受注実績（焼却施設、処理能力 100t/日以上）は、令

和 4年度→令和 7年度の 3年で約 1.59倍に上昇【参考資料 1】。 

・ 新たな焼却施設を建設した場合、年間で億単位の売電収入が見込まれる【参考資料 2】。ただし、電力会社の系統状況による多額の接続費用が発

資料３ 

【表1　仮設定した各市町の負担割合】

ごみ量割 人口割 均等割

ケース1 0 0.9 0.1

ケース2 0.9 0 0.1

ケース3 0.45 0.45 0.1
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生する可能性があるほか、市場価格の変動リスクも考慮する必要がある。 

・ 広域化の場合、新施設建設に係る交付金のかさ上げ措置の対象となる。（交付率 1/3→2/5、高効率な施設・設備は 1/2→3/5）【表 2】。 

 

 

３ 建設費の財源内訳 

  合計 内訳：国費※1 内訳：起債※2 内訳：一般財源※3 

三島市 約 102～113億円 約 36～40億円 約 56～62億円 約 10～11億円 

裾野市 約 50～56億円 約 18～20億円 約 27～30億円 約 5～5億円 

熱海市 約 49～75億円 約 14～24億円 約 22～37億円 約 4～7億円 

長泉町 約 33～49億円 約 12～18億円 約 18～27億円 約 3～5億円 

函南町 約 43～49億円 約 15～17億円 約 23～27億円 約 4～5億円 

合計 約 301億円 約 107億円 約 165億円 約 29億円 

※1: 国費（交付金）は、広域化要件を満たした場合のかさ上げ措置を適用して算定。（【表 2】参照。） 

※2: 起債（一般廃棄物処理事業債）を利用する場合、償還期間 20年、据置 3年、交付税措置は 50%（単独事業分 30％）。 

※3: 一般財源は、建設期間（5年間程度）で出来形払いとなる。 

⇒一般財源は 5年間での出来形払い、起債は 3年据置き後の 20年間での償還となるため、支出の平準化が図られる。 

【表2　財源計画の検討(案)　広域化実現可能性調査より】

金額(千円、税込) 備考

建設工事費 ① 30,146,566 熱海市下水道汚泥分除く

② 23,514,321

交付率:3/5※ ③ 6,584,010

交付率:2/5※ ④ 16,930,311

交付金対象外事業 ⑤ 6,632,245

⑥ 10,722,530 ③×3/5+④×2/5

⑦ 16,486,700 (②-⑥)×90%+⑤×75%

一般財源 ⑧ 2,937,336 ①-⑥-⑦

項目

交
付
金
内
訳

交付金対象事業

他施設の実績を踏まえて割合を
設定

財
源

　
内
訳

循環型社会形成推進交付金

一般廃棄物処理事業債

※交付率は広域化要件（区域内の処理施設を2以上廃止し対象市町村を2以上追加、又は区域内

の廃止施設数と対象市町村数が合計して4以上）のかさ上げ措置を適用した場合。要件を満た

さない場合は、3/5→1/2、2/5→1/3となる。



3 

４ 収集運搬費（広域化実現可能性調査より） 

金額は下記の方法により試算した推定値であり、各市町において収集運搬委託業者等への参考見積りにより費用を把握する必要がある。  

市町 
収集運搬費（現施設） 収集運搬費（熱海候補地） 差引 

1年間（千円） 20年間（千円） 1年間（千円） 20年間（千円） 1年間（千円） 20年間（千円） 

三島市 246,000 4,920,000 473,000 9,460,000 227,000増 4,540,000増 

裾野市 122,000 2,440,000 252,000 5,040,000 130,000増 2,600,000増 

熱海市 181,000 3,620,000 181,000 3,620,000 0 0 

長泉町 73,000 1,460,000 158,000 3,160,000 85,000増 1,700,000増 

函南町 72,000 1,440,000 84,000 1,680,000 12,000増 240,000増 

【試算の方法】 

・ 現施設までの収集運搬費：令和 4年度実績の生活系ごみ収集運搬トン単価に、令和 18年度生活系ごみ焼却量推定値をかけ合わせて試算。 

・ 熱海市候補地までの収集運搬費：各市町人口重心（令和 2年国勢調査）から、現施設及び熱海市候補地までのそれぞれの走行距離を測定して

比較。その上で、国土交通省が定める「一般貨物自動車運送業に係る標準的な運賃【小型車 2t】（令和 6年）」における距離別の割増率を、

現施設までの収集運搬費に乗じて算出した。 

 

５ 中継施設の検討 

環境省資料「日本の廃棄物処理・リサイクル技術」では、広域化によってごみ収集区域が拡大するため、収集区域の広い都市では、ごみを小型・

中型車から大型輸送車に積み替える「ごみ中継施設」を設けることで、収集運搬作業の効率化を図ることが可能になると記されている。熱海市候

補地に広域施設を整備した場合、三島市、裾野市、長泉町において、同資料において「中継施設の導入を検討するとよい」とする輸送距離 18kmを

超える区域が生じる。 

近年の整備事例をみると、コンパクタコンテナ式の中継施設の整備費は、整備内容にもよるが 20～50 t/日程度で概ね 15～30億円程度となって

いる。（次ページ【表 3】） 
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【表3　中継施設整備事例】
落札金額 施設整備費 運営委託費

（税抜千円）（税抜千円）（税抜千円）

神奈川県 箱根町
（仮称）箱根町廃棄物運搬
中継施設

DBO 52 ｔ/日コンパクタ・コンテナ方式 R7～R8 有 7,180,000 3,007,480 4,172,520
解体工事費、ストックヤー
ド含む

広島県 府中市 （仮称）府中市中継施設 DB 30 ｔ/日
ピットアンドクレーン＋
貯留排出機方式

R5～R7 有 1,489,000 - -
整備・運営事業、可燃性粗
大0.3t/5h含む

神奈川県 葉山町
（仮称）葉山町サテライト
センター

DB 19 ｔ/日ダンピング・コンテナ方式 R3～R5 無 1,440,000 1,440,000 -
ストックヤード、生ごみ処
理施設含め1,440,000千円

神奈川県 大磯町
大磯町美化センター
（可燃ごみ中継施設）

DBO 47 ｔ/日コンパクタ・コンテナ方式 H28～H30 有 4,355,000 1,630,000 2,725,000
維持管理（20年間）、リサ
イクル施設含む

※建設費は新聞報道等を参考とした。

解体
工事

建設費
（千円）

事業方式都道府県 自治体名 施設名 施設規模 処理方式
工期

（予定）



 

広域一般廃棄物処理施設建設候補地選定 スケジュール 

 

 

○「選定基準」(案)の検討 

・ 面積要件（同種規模の施設事例、概略配置計画等を基に検討） 

・ 除外対象とする法規制地域 

・ 地形地物の状況（不整形地、移設困難な構造物） 

○「公募要項」(案)の検討 

・ 応募資格・応募要件  等 

○「評価項目・評価基準」の検討（大項目） 

  

 

○「選定基準」「公募要項」の決定 

 

 

○「評価項目・評価基準（中・小項目）」の検討 

 

 

○「評価項目・評価基準（中・小項目）」の決定 

 

 

○ 公募及び各市町抽出により選出された候補地の評価検討（現地確認等）  

 

 

○ 建設候補地の評価検討結果のとりまとめ・報告書作成 

 

  

○ 選定委員会による建設候補地の評価検討結果の報告 

〇 選定委員会の評価結果を考慮し建設候補地 1か所を選定・公表 

各市町において市民・町民説明 

R8年 11～12月 検討協議会の協議結果を踏まえ 

 各市町において広域化への参加可否の判断 

 

R8年度末 広域化に参加する市町において基本合意書の締結 

 

建設候補地の決定 

 

R7年 7月 14日 第１回 建設候補地選定委員会 

 

R8年 8月 19日 第７回 ごみ処理広域化検討協議会 

R7年 7月 18日 第３回 ごみ処理広域化検討協議会 

○ 公募（R7.7.28～10.31） 
○ 各市町公有地等から抽出 
  （R7.7.28～R8.3.31） 

R7年 9月 4日 第２回 建設候補地選定委員会 

 

R8年 5月 15日 第３回 建設候補地選定委員会 

 

R8年 7月 17日 第４回 建設候補地選定委員会 

 

資料４ 

R7年 10月 3日 第４回 ごみ処理広域化検討協議会 
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ごみ処理広域化　全体整備スケジュール

第5回ごみ処理広域化検討協議会資料をもとに作成

1

2
公募・公有地
抽出

3 選定委員会

4 候補地選定

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

R9 R10R6 R11内　容 R19R7 R8 R15 R16R12 R13 R14 R17 R18
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【参考資料1】

ウェイストマネジメント（㈱環境産業新聞社、令和8年3月25日発行）

年度 規模 件数
規模

(t/日)

契約金額

(千円、税込)

1t/日当たり

(千円、税込)

100t以上 6 970 159,452,575 164,384

50～99t - - - -

49t以下 1 18 10,586,400 594,742

合計 7 988 170,038,975 172,139

実施計画 14 2,749

100t以上 7 1,584 221,856,820 140,061

50～99t 2 139 32,958,673 237,113

49t以下 3 108 22,586,300 209,132

合計 12 1,831 277,401,793 151,503

実施計画 16 2,958

100t以上 8 2,302 248,088,720 107,771

50～99t 2 123 24,846,800 202,666

49t以下 1 30 7,126,900 237,563

合計 11 2,455 280,062,420 114,097

実施計画 14 2,875

100t以上 10 3,179 327,418,080 102,994

50～99t 3 289 42,466,105 146,942

49t以下 3 75 17,505,070 233,401

合計 16 3,543 387,389,255 109,339

実施計画 20 4,141

100t以上 9 2,421 226,835,528 93,695

50～99t 1 80 11,116,600 138,958

49t以下 1 40 7,182,800 179,570

合計 11 2,541 245,134,928 96,472

実施計画 13 2,863

100t以上 8 2,282 241,368,100 105,770

50～99t 4 329 35,123,000 106,757

49t以下 3 86 11,778,800 136,963

合計 15 2,697 288,269,900 106,885

実施計画 21 4,656

2020(令和2)

年度

ごみ焼却施設実勢価格動向

2025(令和7)

年度

2024(令和6)

年度

2023(令和5)

年度

2022(令和4)

年度

2021(令和3)

年度



売電収入の事例(令和6年環境省一般廃棄物処理実態調査、処理能力200t以上300t未満、使用開始2017年度以降の施設を抜粋)

固定
価格

重負
荷

昼間 夜間

宮城
県

仙南地域
広域行政
事務組合

仙南地域広域行政
事務組合仙南ク
リーンセンター

41,760
ガス化
溶融・
改質

流動床式 200 2017 発電(場内利用) 457,641,628 0 3,200 9,063 1,321,785 18.7 ○

茨城
県

霞台厚生
施設組合

霞台厚生施設組合
クリーンセンター

51,839 焼却
ストーカ
式(可動)

215 2021 発電(場内利用) 4,430 22,894 364,194,861 19 13 13 11 ○

茨城
県

鹿島地方
事務組合

鹿島共同可燃ごみ
クリーンセンター

52,683 焼却
ストーカ
式(可動)

230 2023 発電(場内利用) 0 0 4,880 18,714 349,954,711 18.7 ○ FIP

東京
都

浅川清流
環境組合

浅川清流環境組合
可燃ごみ処理施設

57,090 焼却
ストーカ
式(可動)

228 2020 発電(場内利用) 0 0 5,190 23,221 365,764,883 17 12.3 11.8 11.3 ○

神奈
川県

高座清掃
施設組合

高座クリーンセン
ターじん芥処理施
設

64,351 焼却
ストーカ
式(可動)

245 2019

発電(場内利用),
場外温水, 場外
蒸気, 発電(場外
利用)

4,993,400 4,993,400 4,870 25,009 321,361,356 17 12 11 7 ○

愛知
県

東部知多
衛生組合

東部知多クリーン
センター

49,313
ガス化
溶融・
改質

シャフト
式

200 2018
発電(場内利用),
場外温水, 発電
(場外利用)

8,200,994 8,200,994 4,450 12,255 160,972,113 13 ○

愛知
県

知多南部
広域環境
組合

知多南部広域環境
センター

59,887 焼却
ストーカ
式(可動)

283 2022
発電(場内利用),
場外蒸気, 発電
(場外利用)

1,802,650 1,802,650 6,520 22,870 370,971,374 18.7 11.77 11.22 10.67 ○

大阪
府

寝屋川市
寝屋川市クリーン
センター焼却施設

49,013 焼却
ストーカ
式(可動)

200 2017

場内温水, 場内
蒸気, 発電(場内
利用), 発電(場
外利用)

453,986 0 4,710 20,406 290,505,987 18.7 9.02 9.02 9.02 ○

島根
県

出雲市
出雲エネルギーセ
ンター

47,487 焼却
ストーカ
式(可動)

200 2022
発電(場内利用),
発電(場外利用)

5,400 24,059 415,995,565 17 10.78 9 6 ○

広島
県

広島中央
環境衛生
組合

広島中央エコパー
ク(高効率ごみ発
電施設)

67,380
ガス化
溶融・
改質

シャフト
式

285 2021
発電(場内利用),
発電(場外利用)

6,500 25,899 307,017,700 ○

・現在、再生可能エネルギーの買取価格制度は市場連動型のFIP制度に移行している。また買取単価は、表の各施設の契約時と比較して下落傾向にある。

・上記事例の発電出力規模(3,200～6,520kw)の場合、多くは特別高圧接続と見込まれる。系統連系工事や特高接続のための変電設備費用等に多額の費用が

　かかるため、事業実施段階では売電収入による利益とのコスト比較が必要。

都道
府県
名

地方公共
団体名

施設名称
使用
開始
年度

年間処
理量
(t/年
度)

施設の
種類

処理方式

施設全
体の処
理能力
(t/日)

余熱利用の状況

余熱利用量(実績値)
発電能

力
余剰電力利用(売電)

余熱利用量(M
Ｊ)

うち外部熱
供給量(MJ)

売電収入(円/
年)

発電能
力(kW)

売電量
(MWｈ/
年)

売電価格(単価)(円/kWh)

制度
名

FIT RPS

売電において活用し
ている制度

【参考資料2】

その
他


